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ケース

ケース

A

B

被 災 状 況 ▽り災証明書の被害区分：全壊 （自己所有住宅）
世 帯 構 成 ▽複数世帯
見積もり金額 ▽ 1,700 万円（住宅建設工事費）

被 災 状 況 ▽り災証明書の被害区分：半壊 （自己所有住宅）
世 帯 構 成 ▽複数世帯
見積もり金額 ▽ 300 万円（住宅修繕工事）

300万円
被災者生活再建支援制度
基礎給付：100万円
再建加算：200万円

160万円
義援金の配分
北 海 道：80万円
町（一次）：30万円
再 建：50万円

20万円 住宅災害見舞金（北海道）

0円 被災住宅等の撤去

80万円
義援金の配分
北 海 道：35万円
町（一次）：25万円
再 建：20万円（補修加算分）

10万円 住宅災害見舞金（北海道）

58.4万円 住宅応急修繕

住まい再建支援　480万円

住まい再建支援　148.4万円

自己資金　1,220万円
（自己資金・金融機関融資・地震保険等）

自己資金　151.6万円
（自己資金・金融機関融資・地震保険等）

被災前と同じ土地に新たに住宅を建設する

被災した住宅を補修する

再建方法と活用できる制度 再建計画シミュレーション

被災前と同じ場所に新たに住宅を建設する
融資を受ける
⑧災害復興住宅融資
⑨住宅再建融資利子助成（仮称）
⑩災害復興住宅融資（高齢者向け返済特例）
⑪リバースモーゲージ利子助成（仮称）

1小規模住宅地区改良事業
著しく損壊した住宅が集合している

①り災証明の発行
②被災者生活再建支援制度
③義援金の配分
④被災家屋の解体撤去
⑤住宅被害見舞金（北海道）

り災証明書のり災区分に応じて

融資を受ける
⑧災害復興住宅融資
⑨住宅再建融資利子助成（仮称）
⑩災害復興住宅融資（高齢者向け返済特例）
⑪リバースモーゲージ利子助成（仮称）

①り災証明の発行
②被災者生活再建支援制度
③義援金の配分
④被災家屋の解体撤去
⑤住宅被害見舞金（北海道）

町内の別の場所に住宅を建設または購入（新築・中古）する

現在の住宅が居住に適さない区域にある
3防災集団移転促進事業
4がけ地近接等危険住宅移転事業

り災証明書のり災区分に応じて

①り災証明の発行
②被災者生活再建支援制度
③義援金の配分
④被災家屋の解体撤去
⑤住宅被害見舞金（北海道）

賃貸住宅に入居する

町内の別の場所で賃貸住宅（公営住宅等）に入居する

・既存の公営住宅
・高齢者向け公営住宅
・民間貸家
2災害公営住宅整備事業

り災証明書のり災区分に応じて

融資を受ける
⑧災害復興住宅融資
⑨住宅再建融資利子助成（仮称）
⑩災害復興住宅融資（高齢者向け返済特例）
⑪リバースモーゲージ利子助成（仮称）

①り災証明の発行
②被災者生活再建支援制度
③義援金の配分
⑤住宅被害見舞金（北海道）

被災した住宅を補修する
住宅を補修する
⑥被災住宅の応急修理
⑦宅地復旧支援補助金（仮称）

り災証明書のり災区分に応じて


